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行政刷新会議「提言型政策仕分け」 


ワーキンググループＢ 


 


Ｂ５－６  


社会保障：生活保護の見直し（生活保護医療の見直し等） 
 


（論点①）「最低生活の保障」と「自立の助長」を両立させる 
ための支給額はどうすべきか。 


 
方向性 


生活保護基準(支給額)については、自立の助


長の観点を踏まえ、基礎年金や最低賃金との


バランスを考慮し、就労インセンティブを削がな


い水準とすべき。なお、社会保障審議会生活


保護基準部会においては、こうした方針を反映


していただきたい。 


あわせて、求職者支援制度などいわゆる第二


のセーフティーネットの充実により、生活保護化


の防止を図るとともに、NPO や社会企業家など


とも連携しつつ、自立・就労支援を強化すべき。


また、制度の適正な運営や検証に必要なデー


タを的確に把握する仕組を整備すること。加え


て、稼働可能な需給者については、就労に向け
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た能力開発や就業紹介を生活保護と一体的に


進めるために必要な体制の構築を厚生労働省


内及び関係省庁が連携して早急に検討すべ


き。 


 


論点① 
生活保護基準（支給額）については、基礎年金や最低賃金とのバランスを


考慮するなど、就労インセンティブを削がないような水準とすべき  10 名 


生活保護の急増に対しては、第二セーフティネットによる生活保護化の防


止を図るとともに、被保護者に対しては、NPO の活用などによる自立・就労


支援を強化すべき  9 名 


生活保護基準（支給額）については、現状維持とすべき  0 名 


その他  3 名 


（注：重複あり） 


 
 
 


とりまとめ（提言） 


生活保護基準(支給額)については、自立の助長の観点を踏まえ、基礎年金や最低賃金とのバラ


ンスを考慮し、就労インセンティブを削がない水準とすべき。なお、社会保障審議会生活保護基準


部会においては、こうした方針を反映していただきたい。 


あわせて、求職者支援制度などいわゆる第二のセーフティーネットの充実により、生活保護化の防


止を図るとともに、NPO や社会企業家などとも連携しつつ、自立・就労支援を強化すべき。また、制度


の適正な運営や検証に必要なデータを的確に把握する仕組を整備すること。加えて、稼働可能な需


給者については、就労に向けた能力開発や就業紹介を生活保護と一体的に進めるために必要な体


制の構築を厚生労働省内及び関係省庁が連携して早急に検討すべき。 


 
評価者の提言内容（評価シートに記載された提言事項） 


（論点①）「最低生活の保障」と「自立の助長」を両立させるための支給額はどうすべきか。  


●65 才以下の受給者については、就労に向けてのスキルアップと就業紹介と手当（受給額）の一体的
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組み合わせの体制体系を早急に作るべき。厚労省内部でも社会援護局、職安局、能力開発局に文


科省・専門学校、経産省・中小企業等の部局が一体的に行うべき。 


●改善の前提は高齢者・障害者等にしわ寄せがないよう配慮する。 


●自立可能な給付者等の追跡調査等データを把握する。 


●一般世帯に対する給付水準は 60％程度と制度設計当初の主旨に戻すべき。 


●就労可能な低中年層については自立支援型を構築し、生活保護から切り離す。 


●少なくともデフレ分ぐらいは下げるべき。 


●就労へのインセンティブをつくるべき。 


●就業困難な高齢者には現状の金銭給付の形でよいが、就業可能な世代に対しては、就労支援を中


心としたものに重点を置くべき。 


●母子世帯、若手単身の就労、自立を支援するため、福祉の観点だけでなく、労働政策として考える


べき。 


●若手の支給条件に就労訓練を加える。 


●年金や最低賃金よりも生活保護費が高く、医療負担もないことに不公平感をもつ国民が多いなか


で、バランスを検討すべし。高額であると継続的な生活保護者に陥ってしまうので、就労にインセンテ


ィブを持つ仕組みが必要。トライアル雇用等で就労の喜びを感じさせる。又、トライアル雇用を含め


て、生活保護者を雇用した事業者に報奨金を出すなどの方策も有り。生活保護者が納税者になれ


ばマイナスがプラスに転じるので、ある程度の財政的インセンティブは問題ない。 


●支給額が適正なものかどうかを判断するために、もう少し調査が必要。消費水準だけではなく、どんな


品目にどれだけ支出しているのかの調査を行ない（家計簿をつけさせる）、それをもとに支出のレベル


が適正かを判断すべき。生活保護基準（支給額）については、現状維持とすべきかは、上記をふまえ


て検討すべき。 


●ワークフェア（労働を前提にした給付）を含めて労働と一体化させた生活保護制度の構築。労働には


職業訓練以外にボランティア活動を含む。 


●高齢者への給付は基礎年金にその他世帯等（就労可能世帯）の給付は最低賃金に合わせる。 


●ケースワーカーを拡充。NPO、ハローワークとの連携を強化する。ケースワーカーを民間人にも認める


（例：退職した教職員）など人材の幅を拡げる。 


●デフレ経済下の支給額につき、「マクロスライド的」に「実質必要生活費」の額まで減額すべき。 


●高齢者（65 才以上）への支給については、基礎年金額まで減額すべき。 


●最低賃金相当の水準より高い支給額とならないようにする。 


●基礎年金より高い支給額とならないようにする。 


●勤労控除の定率部分をもっと厚くして就労インセンティブが高まるようにする。 


●実効性のある就労支援プログラムを実施すべき。 
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ワーキンググループＢ 


 


Ｂ５－６  


社会保障：生活保護の見直し（生活保護医療の見直し等） 
（論点②）生活保護医療の適正化策はどうあるべきか。 


 
方向性 


生活保護費の急増の要因は、その半分を占め


る医療扶助である。真に必要な方への医療水


準は維持しつつ、以下に掲げる対応を含むあら


ゆる方法を通じて適正化に取り組むべき。 


①指定医療機関に対する指導強化 


②後発医役員の利用促進やその義務付けの検


討 


③翌月償還を前提とした一部自己負担の検討 


さらに、医療機関のモラルハザードが大きいこと


から、実態調査の仕組みを構築し、不適席な診


療を行っている機関は指定を外すなどの厳格


な対応を行うべき。 


 


論点② 
給付の適正化の観点から（翌月償還を前提とした）一部自己負担の検討
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をすべき  8 名 


指定医療機関に対する指導強化、後発医薬品の利用促進などを通じて


適正化すべき  10 名 


現状維持  0 名 


その他  2 名 


（注：重複あり） 


 


 


とりまとめ（提言） 


生活保護費の急増の要因は、その半分を占める医療扶助である。真に必要な方への医療水準は


維持しつつ、以下に掲げる対応を含むあらゆる方法を通じて適正化に取り組むべき。 


①指定医療機関に対する指導強化 


②後発医役員の利用促進やその義務付けの検討 


③翌月償還を前提とした一部自己負担の検討 


さらに、医療機関のモラルハザードが大きいことから、実態調査の仕組みを構築し、不適席な診療


を行っている機関は指定を外すなどの厳格な対応を行うべき。 


 
評価者の提言内容（評価シートに記載された提言事項） 


（論点②）生活保護医療の適正化策はどうあるべきか。  


●医療機関のモラルハザードが大きい。調査のしくみと検査をしっかり行うことが重要。 


●一部自己負担の検討については、試行的に医療扶助の多い自治体からはじめてみてはどうか？ 


●指定医療機関の精選と関係するが、ジェネリックの利用を基本とし、ブランド品を用いるには医師に理


由書を書かせるべき。 


●生活保護受給者の健康を守り、適切な生活指導、服薬指導等を行なうためにも、指定医療機関を


精選すべき。これは患者のアクセス制限にはならない。通院費も保護費に含まれている。フリーアクセ


スのため、かえって通院費が高くなっていないか検証すべき。 


●①医療費の多くが高齢者が占める現状、②生活習慣に問題を抱えていることを勘案すれば、予防医


療（生活習慣病対策）、受診指導の徹底が不可欠。かかりつけ医と保険者機能を活用することが一


案。 


●一般制度を活用することを前提にするのではなく生活保護世帯に重点的な生活習慣病対策、受診


指導が必要。 


●“かかりつけ医”を義務化して、定期的にかかりつけ医の診療行為をチェックする。自治体は適正なか


かりつけ医のリストを作成する。 


●救急の場合はどの医療機関にかかってもよいが、慢性の場合は家庭医、かかりつけ医にまずかかっ
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てアクセスコントロールをすべき。（自立支援プログラムに明示的にくみこむ。） 


●指定医療機関をより限定し、不適切な診療を行う機関は指定を外すなどの厳格な対応を行う。 


●後発医薬品を原則使用することにすべき。 


●介護保険（特に 65 歳以上）の対応を参考に、医療についても現行の対応（保険に入らず自己負担


ゼロ）を早急に改める。 


●生活保護医療は自己負担がないため、過大な医療支出につながる。一部自己負担を導入すべき。 


●生活保護医療に関しては後発医薬品を義務付けること。 


●一定以上の疾病のある方、障害者等を除き定額の一部自己負担を導入する。 


●指定病院制度をより適切に運用する。 


●レセプトの全面電子化を早急に達成し、不正受給が行われない仕組みを作る。 


●生活保護費の支給の適正化（減額）との兼ね合いの中で一割程度の負担を検討（但し、傷病、障害


者、後期高齢者等に分けてていねいに検討） 


●後発医薬品の利用率が生活保護者の方が非生活保護者よりも低いのは問題。非生活保護者と同


様、後発医薬品の利用目標を設定し、ロードマップ等を示されたい。 


●指定病院については、より厳格な指定基準を設け、生活保護者の受診に支障のない範囲で絞り込


むことも検討する。 


●特殊疾病を持つ受給者を除き、医療費実績に基づき、１割負担、２割負担を課すべき。 


●特殊疾病を持つ受給者を除き、原則後発医薬品利用を義務付けるべき。 


●ジェネリックの義務付けを検討すべき。 
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ワーキンググループＢ 


 


Ｂ５－６  


社会保障：生活保護の見直し（生活保護医療の見直し等） 
（論点③）貧困ビジネスへの対応はどうすべきか。 


 
方向性 


生活保護費が本人に届かなくなるようないわゆ


る「貧困ビジネス」に対しては、実行ある規律が


必要である。住居・食事等を一体的に提供する


事業については、新たに届出制の対象として、


立入検査や行政処分の対象とすべき。さらに、


許可制を含めた強い参入規制の可否について


も検討すべき。 


 


論点③ 
悪質な貧困ビジネスを防止する観点から、住居と食事等のサービスを一


体的に提供する事業については、許可制による厳格な参入規制を導入す


べき  4 名 


住居と食事等のサービスを一体的に提供する事業については、新たな事


業類型として届出を求めるとともに、立入検査や行政処分等によるフォロ


ーアップを徹底すべき  5 名 


貧困ビジネスについては、新たな規制は設けず個別的に対応すべき 


  1 名 


その他  0 名 
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とりまとめ（提言） 


生活保護費が本人に届かなくなるようないわゆる「貧困ビジネス」に対しては、実行ある規律が必


要である。住居・食事等を一体的に提供する事業については、新たに届出制の対象として、立入検


査や行政処分の対象とすべき。さらに、許可制を含めた強い参入規制の可否についても検討すべ


き。 


 
評価者の提言内容（評価シートに記載された提言事項） 
（論点③）貧困ビジネスへの対応はどうすべきか。  


●ヤミ金融等の悪質な業者を厳しく取り締まることを行う（警察当局と連携して）べき。 


●ケースワーカー等指導員を設け、居住選択の助言、居住環境の確認（モニタリング）を担う。 


●「許可制による厳格な参入規制を導入すべき」について、許可制の導入は難しいのでは。参入法人が


少なくなって、かえって闇ビジネスをばっこさせることになりかねない。 


●貧困ビジネスについては何らかの規制が必要。 


●家計の経済を生活保護者が管理できる訓練が必要。家計管理の基礎は家計簿をつけること。若年世


代については特に義務づけるべき。これにより、支出の傾向も同時にわかり、適切な給付水準、生活指導


のあり方について議論できる。 


●国民の税金を原資としたとした生活保護費が本人に届かない貧困ビジネスに対しては厳格な規制を


導入すべき。具体的には、届出制とし、立入検査を行うべき。 


●優良な施設がむくわれるような仕組みすべき。住宅の中身をみて住宅扶助をきめる。ケアに対して、き


ちんと経費を払う仕組みにする。 


●貧困ビジネス防止に向けた何らかの規制は必要だが「住居と食事等のサービスを一体的に提供する


事業」の参入障壁が高すぎると善意の事業者が参入できない。故に届出が妥当。但し、その後のフォロ


ーアップが重要。（具体的な提供サービスの内容は定期的に報告させる必要はある。） 


●入口において「厳格な」参入規制を導入すべき。 


●許可制による厳格な参入規制を導入すべき。但し、良質な業者に対しては、インセンティブを導入し


て、事業環境の充実に努める。 


●「新たな事業類型として届出を求めるとともに、立入検査や行政処分等によるフォローアップを徹底す


べき」について、内容については更なる精査が必要。 


●厚生労働省、地方自治体は、連携して実態把握を効果的に行うべき。 


 


  





